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登壇者 

代表取締役社長  望月 敦 

常務取締役   冨取 隆浩 
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冨取：皆様、おはようございます。冨取でございます。私から、2025 年度の業績について、ご説

明いたします。業績のポイントを 5 点にまとめてございます。 
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1 点目、売上高 963 億円、5 年連続の増収、過去最高を計上することができました。一方、営業利

益は 69 億円、前年対比 20.9%の減益となっております。 

2 点目、国内事業は、食品・化成品ともに増収ながら減益となりました。 

3 点目、2025 年度は、アスベストの除去費用の見積り変更を行い、8.7 億円の費用を計上いたしま

した。このアスベストの除去費用は、日本国内の資産に適用されるもので、この費用を除きます

と、国内事業は増益となっております。 

4 点目、海外事業は、非常に厳しい結果となりました。中国の景気低迷と、東南アジア・ヨーロッ

パでの価格競争が激化し、大きな影響を受けました。その結果、営業損失を計上するに至りまし

た。 

5 点目、中期経営計画初年度である 2025 年度は、非常に厳しい結果となりました。 
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ここで、アスベストの除去費用について、少しご説明いたします。 

弊社のある国内工場の古い建物の取り壊しをした際、過去に見積もっていた金額を上回るアスベス

トの除去費用が確認されました。そのため、グループの国内にある建物について、調査を実施いた

しました。 

その結果、グループ合計で 15 億円の追加の資産除去債務を認め、追加で計上しております。この

うち、2025 年度の損益計算書に反映すべき金額として、8.7 億円を計上いたしました。その結果、

同額の 8.7 億円が営業利益を減少するに至りました。 

2026 年度以降も、この資料に記載させていただいております通り、金額は減りますが、継続的に

織り込んでまいります。 
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2025 年度の業績について、ご説明いたします。 

PL 全体については、赤のハイライトの部分の通りでございます。 

売上高は微増収です。一方、営業利益は諸々のコストの増加、そしてアスベストの除去費用もあ

り、大幅な減益になりました。 

EBITDA は、表の中段の通り 3 億円減少。加えて、ROE については 8.7%と、前年度比 3.4 ポイン

ト低下となりました。 

為替影響額については欄外に記載をしておりますが、影響については小さいものと考えておりま

す。 
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営業利益の増減要因について、ご説明いたします。 

全体で 18 億円の減益となりました。 

売上高の増収に伴う限界利益の増加が 5.4 億円をはじめ、増益要因がある一方で、減益要因といた

しまして、労務費・人件費の増加が 9.3 億円、その他製造経費の増加が 16.4 億円ございました。

この 16.4 億円のうち、半分強にあたる 8.7 億円が、アスベストの影響でございます。 
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営業外収支、特別損益について、ご説明をいたします。 

営業外の収益・費用については、前期と比べ、それほど大きな増減はございませんでした。 

特別損益についてご説明いたします。 

特別利益は 28.3 億円であり、その内、投資有価証券の売却益が 25.8 億円と、大半を占めておりま

す。前年度は、この有価証券の売却益が 41.1 億円ございました。その関係で、この投資有価証券

売却益が 15.2 億円減り、全体として 16.6 億円の減益となっております。 

一方で、特別損失でございますが、前年度は退職給付制度変更に伴う改定損 6.8 億円がございまし

たが、今年度はそれほど大きな損失はございませんでした。 
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セグメント業績について、ご説明をいたします。 

国内食品事業につきましては、前期比 15 億円の増収ながら、2.4 億円減益となっております。 

国内化成品その他事業については、前期比 7.2 億円の増収、一方で、0.3 億円の減益となっており

ます。 

海外事業については、13 億円の減収、15.5 億円の減益で、営業赤字となりました。 

表の右側、2 月 12 日に修正いたしました業績予想については、なんとかクリアできた格好でござ

います。 
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ここで、アスベストの影響を除く営業利益を、前年度と比較をしております。 

国内食品事業は、前年度比約 6 億円の増益となりました。営業利益率も 0.6 ポイント上昇していま

す。 

国内化成品その他事業は、わずかながら減益となりました。 

海外事業については、アスベストの影響がほとんどございませんでした。 

以上、連結合計では、アスベストの影響を除外いたしますと、9.5 億円の減益となりました。 
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国内食品事業について、概況をご説明いたします。 

まず、家庭用食品でございます。 

全体といたしまして、ノンオイルドレッシングの苦戦を、オイル入りドレッシングと海藻商品でカ

バーした形でございます。 

ノンオイルドレッシングについては、青じそは堅調に推移しましたが、その他の商品が非常に苦戦

いたしました。 

ふえるわかめちゃんの金額の増は、要因といたしまして値上げがポイントでございます。数量は堅

調に推移しております。 

わかめスープについては、堅調に推移いたしました。 

素材力だしについては、春のテレビコマーシャルをスキップいたしましたが、これにも負けず実績

は堅調に推移いたしました。 

ザクザクわかめにつきましては、お米の価格高騰の影響も受けたと思われまして、かなり苦戦をい

たしましたが、下期、新商品の梅じそを発売し、回復の兆しが見えています。 
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業務用食品について、ご説明いたします。 

増収要因ですが、メーカー向けではスナックシーズニングが堅調で、新規採用も増えてございま

す。コンビニ向けの海藻商品、冷食市場では新規の採用もございまして、プラスをしております。

今後の施策といたしまして、外食のプロセスセンターや、スーパーのセントラルキッチンへの提案

も強化しております。 

一方で、減収要因もございます。私どものお取引先の最終製品が数量減ということで、当社の製品

も影響を受けております。また、コンビニのドレッシングについて、小分け調味料を私ども提供し

ておりますが、品数を減らしております。 
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加工食品用原料等について、ご説明いたします。 

こちらも増収となっております。 

主力の製パン用の改良剤については、期を通じて好調に推移いたしました。業績面では、最も大き

く貢献をいたしました。一方で、豆腐業界向けでは苦戦をしております。 

ビタミンは、全体で売上高は前年並みを維持いたしました。 

その他健康食品原料は、順調に推移いたしました。特に、目の疲れや安眠をサポートするクロセチ

ンは、順調に販売を拡大しております。 
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国内化成品その他事業について、ご説明いたします。 

増収ながら減益となりました。 

全体的に、価格改定の効果がございます。食品包装ラップや食品容器、また農業用フィルムでは、

弊社のお取引先の売上が伸びたことから、弊社の製品の売上も伸びております。 

一方で、自動車業界・建材業界では、各々を取り巻く環境が厳しく、当社へも影響をいたしまし

た。 

結果として、売上は増収ながら、利益面ではコスト増を賄いきれず減益となりました。 
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海外事業について、ご説明をいたします。 

減収減益と非常に厳しい結果となりました。 

価格による影響が大きなコモディティ品・汎用品の市場で、価格競争が激化いたしました。非常に

安価な製品が販売され、欧州・東南アジアで販売を落としております。また、中国でも景気悪化に

より、価格先行が発生し販売を減らしております。 

一方、北米では、食品改良剤は大手ベーカリー向けで、スペシャリティ品が拡大いたしました。ま

た、北米のみで展開していますポークエキス事業も、引き続き順調に推移をしており、北米につい

ては増収増益となりました。その結果、北米のシェアが 5 ポイント上昇しております。 

セグメント全体では、理研ビタミングループの海外事業における本部コストを賄いきれず、営業赤

字となりました。 
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貸借対照表について、ご説明いたします。 

総資産で 33 億円増加いたしました。その内 20 億円は為替の影響によるものでございます。 

現預金、長・短の借入金が減少、一方で棚卸資産、有形固定資産が増加しました。 

自己資本比率は 71.6%と、1.5 ポイント上昇しております。 

引き続き、バランスシートマネジメントには留意し、資産の効率的な運用に心がけてまいります。 
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政策保有株式の縮減につき、ご説明いたします。 

この 1 年間で、トータル 33.7 億円の株式の売却をいたしまして、25.8 億円の売却益を計上いたし

ました。 

一方で、株価の上昇の影響が大きく、期末の保有株式の時価が増加いたしまして、期末の貸借対照

表では、わずか 0.5 億円の減少にとどまりました。その結果、純資産に占める比率も 1 ポイントを

下げるにとどまりました。 

今期も、中期経営計画の方針にのっとり、縮減を進めてまいります。 

私より、2025 年度の業績につきまして、ご説明させていただきました。ありがとうございまし

た。  



 
 

17 
 

 

望月：おはようございます。社長の望月でございます。私からは、今期の業績の見通しについて、

ご説明申し上げます。 
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当社は、今期売上規模 1,000 億円の到達、海外事業の収益構造転換を加速させる局面にあると認識

してございます。 

国内事業は、増収増益で、人員強化や賃上げに伴い、実質的には減益となりますけれども、将来に

向けての必要な人的投資と捉えております。 

海外事業は、コストダウンやスペシャリティ品の拡大により、2027 年度の黒字回復を目指してま

いります。 

中東情勢などの先行きが極めて不透明な状況でございまして、現時点においては中期計画の見直し

は行いません。 
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一方で、リスクについては十分に認識をしてございまして、対応策については準備を進めておりま

す。 

想定される影響としましては、生産、原材料調達、安定供給、そして研究開発の影響が挙げられま

す。 

当社の基本方針といたしましては、幅広く食品業界を支える企業として、特に BtoB では安定供給

を最優先に、お客様との緊密な連携を行いながら対応を進めてまいりたいと思います。自助努力を

超えるコストアップにつきましては、機動的に価格改定をしてまいります。 

研究開発部門において、コロナの時に起きたように、取引先様での新規開発が遅れることが想定さ

れます。再開に向けた提案力の強化を、継続して進めてまいります。 
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2026 年度連結業績の予想につきまして、ご説明申し上げます。 

売上高は、前年比 3.8%アップの 1,000 億円、営業利益は、前年比 2.9%アップの 71 億円、当期純

利益は、前年比 6.6%アップの 75 億円、ROE は 9.0%を想定してございます。 

為替につきましては、1 ドル 153 円を前提としてございます。 
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営業利益の増減要因について、ご説明申し上げます。 

販売拡大による限界利益の増加がある一方で、人件費を中心としたコスト増が上回り、結果として

は小幅な増益にとどまってしまいますけれども、将来成長に向けた成長投資の側面が強いと捉えて

ございます。 

具体的には、左から 2 番目、販売数量の増加による限界利益の増加が 17.3 億円。一方で、労務

費・人件費の増加によるコストアップが 18.9 億円と、若干上回ります。そこに加えて、物流費の

増加、その他販管費の増加といったコストアップが予想されますけれども、その部分を、前期アス

ベストの影響の反動がプラスに寄与いたしまして、前期 69 億の営業利益から、当期につきまして

は 71 億円、約 2 億円の増益を目指してまいります。 

加えて、この労務費・人件費の部分、海外向けに 7 億円プラスという形で出てございます。これは

前年末から連結対象になりました、ベトナムとタイの人件費が加えられているのが、一つの要因に

なってございます。併せて、国内の 11 億円の増額につきましても、海外における付加価値製品の

拡大のための人財育成を含んでございまして、ともに付加価値製品の拡売に向けた人的投資という

コストが、主体となってございます。 
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セグメント別業績につきまして、ご説明申し上げます。 

国内食品事業につきましては、売上が 672 億円、営業利益が 64 億円。人件費・販管費の増加によ

り、利益率はやや低下する見込みでございます。 

国内化成品その他事業につきましては、売上が 90 億円、営業利益が 8.6 億円。 

海外事業につきましては、売上が 258 億円、営業損失は縮小する方向で、2027 年度の黒字に向け

た途上にあると認識してございます。 
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セグメント別の見通しにつきまして、ご説明申し上げます。 

まず、国内食品事業についてでございます。 

国内食品事業につきましては、各カテゴリーの取り組みを通じ、収益性の高いビジネスの創出と、

全体最適視点での収益改善を進めてまいります。 

家庭用食品につきましては、ふえるわかめの 50 周年、わかめスープの 45 周年に当期は当たりま

す。これに合わせて、海藻商品の露出強化を行ってまいります。ノンオイルドレッシングにつきま

しては、上期、テレビ広告を入れる。さらに、新商品を投下してまいります。 

業務用食品につきましては、都市部での攻め、地方での守りを意識した営業活動を徹底すること、

また冷凍海藻につきましても、今、新しいチャンスが生まれていると捉えてございまして、これを

拡大してまいります。併せて、成長市場である中食市場、つまりはセントラルキッチン・プロセス

センターへの提案と売上の拡大を進めてまいります。 

加工用食品原料等につきましては、改良剤を活用した取引先の課題解決の提案強化に併せて、全社

最適化の視点で品目統合を進めて、収益性の向上を図ってまいります。 

活動の結果として、売上高が 672 億円、営業利益 64 億円を目指してまいります。 
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国内化成品その他事業について、ご説明申し上げます。 

当社の主力製品のマスターバッチでは、原料にナフサ由来の樹脂を使用してございます。足元では

原料価格が高騰しており、現状では調達ができている状況ですけれども、今後、中東情勢の影響が

顕在化してくる可能性はあると捉えております。 

そういった中においても、機動的な価格対応を実施しながら、供給の安定化に臨んでまいりたいと

思います。 

注力する分野としては、防曇剤、農業用の関連製品、それと相溶化剤などを拡販してまいります。

また、バイオマス原材料活用の独自技術が進んでございまして、中長期的に脱石油シフトかつ環境

対応を提案の軸として、展開を進めてまいりたいと思います。 

その結果、売上につきましては 90 億円、営業利益 8.6 億円を目指してまいります。 

  



 
 

25 
 

 

海外事業についてです。 

海外事業につきましては、冒頭で申し上げましたけれども、2027 年度黒字に向けて、短期と中長

期の 2 段での展開を、同時に進めてまいりたいと思います。 

短期的には、コモディティでの数量を確保して、工場の稼働率を改善してまいります。 

マレーシアの乳化剤現体生産工場では、コモディティのみならず、当社独自の付加価値の高い乳化

剤原体の生産も行っております。これらのいわば特殊乳化剤が、私どもの付加価値製剤、乳化剤製

剤（スペシャリティ）といわれている製剤のキーともなってございます。これらの特殊な乳化剤

を、自社製品原料として永続的に生産することが非常に求められておりますし、不可欠と考えてご

ざいます。コモディティで数量を確保して、稼働率に寄与する形で戻していきたいと思っておりま

す。 

中長期的には、スペシャリティ、乳化剤製剤の比率を高めて、収益性の改善を進めてまいりたいと

思います。 

乳化剤製剤につきましては、提案から採用までに時間を要するわけですけれども、採用後は長期取

引につながりやすい性質のビジネスでございますし、また安定した利益率が期待できるビジネスで

もございます。当期は、移行期として捉えてございまして、人件費・販促費の増加が一時的に利益

を圧迫する形となりますけれども、収益の質は着実に改善していくと捉えております。 

活動の結果として、売上高については 258 億円、営業損益の縮小を目指してまいります。 
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海外事業の地域別戦略について、ご説明申し上げます。 

中国は、景気低迷の影響の下げ止まりの兆しが出ております。実際、食品市場向けの展開が今、回

復している状況にあり、新興勢力への提案に注力してまいります。 

北米につきましては、テキサス州への移転完了は 10 月から 12 月に行います。行うと同時に、ベ

ーカリー向けの提案強化に向けた人員の拡充を図ってまいります。同時に、ポークエキス工場の増

設が 8 月に行われますけれども、これに合わせて、さらなる積極的な営業展開を進めてまいりま

す。 

東南アジアにつきましては、特にタイとインドネシアにおける、重点取引先に向けたソリューショ

ン営業の加速。ターゲット市場として位置づけております、ベトナムでの生産拠点を軌道に乗せて

ゆくこと。生産面におきましては、リケビタ・マレーシアでの、スペシャリティへの移行に向けた

投資を進めてまいります。 

これらスペシャリティ製品の拡販拡大に向けて、日本からの支援活動・人財投入を強化してまいる

考えでございます。 
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株主還元について、ご説明申し上げます。 

配当方針についてです。当社の配当方針は、連結配当性向 40%以上を目安に、安定的な配当を継

続して実施するとあります。 

この配当方針に基づき、2026 年度の配当金は 110 円を維持する形になります。 

自己株式取得につきましては、2025 年度に引き続き、2026 年度も 20 億円の取得を行ってまいり

ます。 
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設備投資および減価償却費について、ご説明申し上げます。 

中期経営計画における設備投資目標 250 億円のうち、2025 年度、2026 年度の累計で 107 億円の

投資を行ってまいります。 

残り 142 億円につきましては、2027 年度における投資と見込んでございます。その方向性は、徹

底した省人化に向けた国内生産の再構築を行ってまいります。米国での新工場の検討を進めてまい

りましたけれども、これにつきましてはコスト高と工期の問題から、別の選択肢も視野に入れなが

ら、検討を進めてまいりたいと思っております。 

そういった中で、2026 年度の主な設備投資は、左下にございますように、理研ビタミン国内の老

朽化設備の更新に約 34 億円、リケビタ・マレーシアへの生産効率化などで約 7 億円、ガイモン・

エクストラクツ社へのポークエキス生産能力増強に向けて、総額 4 億円を計画してございます。 

減価償却費の状況につきましては、前年のアスベストの影響の縮小により、2026 年度は減少の見

込みとなっております。 
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最後に、株価について申し上げます。 

当社の株価は 2022 年と比較しまして、一時的に倍近くまで上昇してまいりました。しかし、PBR

につきましては、1.0 を達した後、伸び悩んでいる状況にございます。 

日本全体の株価が上がり続ける中で、当社が機関投資家の期待獲得に至っていないと分析をしてご

ざいます。東証プライム食料品平均と比較しても、まだまだ伸びしろはあると感じております。 

開示と対話を通じて、当社への期待を持っていただけるように、IR 活動を強化してまいりたいと

思います。引き続きのご支援、ご高配を賜りたく、何卒よろしくお願い申し上げます。 

以上で、私の説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。 
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